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平成29年度 第２回国民健康保険運営協議会 

 

１ 日 時：平成29年９月22日（金）15:00～16:30 

２ 場 所：ラッセホール５階 ハイビスカス 

３ 出席者：足立委員、臼井委員、太田委員、笠井（秀）委員、笠井（利）委員、 

守殿委員、北浜委員、衣笠委員、木村委員、澤田委員、空地委員、細川委員

（14名中12名出席） 

４ 議 事：国民健康保険運営方針（案）について 

      (1)前回の協議会におけるご質問と回答について 

→事務局より説明 

      (2)激変緩和検討のための基準額の試算と措置の方法について 

→事務局より説明 

      (3)国民健康保険運営方針（案）の修正について 

→事務局より説明 

５ 質 疑：以下のとおり 

 

(1) 前回の協議会におけるご質問と回答について 

（Ａ委員）  一人当たり医療費は「H27年報より」と記載されているが、平成27年度の

医療費という理解でよいか。 

（事務局）  そのとおりである。但し、被用者保険等を含む県全体の医療費ではなく、

国保の医療費を用いて比較を行っている。 

（Ａ委員）  先日、28 年度の概算医療費が発表されたが、27 年度と比べてマイナスと

なっていた。27 年度はＣ型肝炎の治療薬等の高額薬剤の影響で、26 年度よ

りもかなり高くなっていたため、27年度というのは特殊な年度だと考えなけ

ればならないのではないか。特に小さな市町になると、高額薬剤を使うだけ

で一人当たり医療費がかなり増えてしまう可能性があるので、経年変化も見

ていく必要があるのではないか。 

（事務局）  今回の運営方針では、参考資料において各市町の一人当たり医療費等の状

況を記載することにしている。新制度施行後も状況を把握し、ご指摘のよう

な経年変化を見ていきたいと考えている。 

       確かに、先日発表された概算医療費を見ると、被用者保険等を含む国全体

の医療費総額や一人当たり医療費はマイナスとなっていたが、国保のみで

は、医療費総額はマイナスではあるものの、一人当たり医療費はプラスとな

っている。短時間労働者を対象にした厚生年金への加入拡大に伴い、若年層

が国保から被用者保険に移るなどにより、国保は相対的に高齢化が進んでお

り、国全体の医療費とは少し違う傾向を示しているのが実情である。 
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（Ａ委員）  できれば、その辺りのことも資料で示していただけるとありがたい。特に

Ｃ型肝炎の高額薬剤等の影響も含めたデータがもしあれば、教えていただき

たい。 

（事務局）  次回、可能な範囲でお示ししたいと思う。 

 

（Ｂ委員）  資料１のＰ６の「一人当たり医療費と一人当たりレセプト点検額の状況」

について、このグラフを見ると、左上と左下、真ん中、右上と４つのグルー

プに分かれているが、これらのグループについて、なぜこのような分布にな

るのか、分析していれば教えて欲しい。 

（事務局）  一般的にレセプト点検というのは、年によってブレがあり、ある市町で特

定の大きな病院で過誤等が発生すると、その年だけ効果額が大きくなる。そ

の傾向が同じ市町において経年で見て連続するかというと、そうではない。

毎年、統計を取っているが、市町毎の一人当たり効果額の大きさは年によっ

て大きく変化するので、分布の要因を特定するのは難しいと考えている。 

 

（Ｃ委員）  資料１のＰ３の「一人当たり医療費と一人当たり医療機関数（病院、診療

所（医科・歯科））の状況」について、地域によって医療提供体制は異なる

が、どのレベルの医療機関の数を集計したのか。 

       また、資料１のＰ４の「一人当たり医療費と一人当たり病床数の状況」に

ついて、正の相関関係が見られるとのことだが、市川町や上郡町は一人当た

り病床数が少ない中で、一人当たり医療費が高くなっている。この二つの市

町は病床数が少ないので、他の地域の病院に入院しているのだと思うが、こ

れらの市町の入院数を調べたりはしているのか。 

（事務局）  医療機関数については、100 床の病院であっても１、病床のない診療所で

あっても１としてカウントしている。弱い負の相関関係が見られるとある

が、機械的に傾きを算出して分析しており、分析結果も一般的な傾向を示し

ているため、医療費が高くなる理由がこれで全て説明できるわけではない。 

       医療費の高低には、様々な要因が複雑に関係するものと考えられるため、

明確に要因を特定して説明することは難しい。市川町には病床はないが、周

りの市町には病床があるので、患者の追跡調査や入院数まで調べているわけ

ではないが、おそらくそうしたところに入院しているのではないかと思われ

る。 

 

（会長）   病床数と医療費に正の相関関係があるというのは共通した認識だと思う

が、医療機関数と医療費の間には負の相関関係があるというのは、なぜなの

かという疑問もある。しかし、結果としてこうなっているもので、いろいろ

と憶測はできるが、全てが説明できるものでもない。 

他の都道府県もこのような分析を行っているのか。 

（事務局）  医療機関数と医療費との関係については、他府県においてもほとんど分析

されていないと思う。本来であれば、医療機関の診療科まで見ていく方が医

療費との関係がつかめるのではないかと思われるが、今回は把握できる範囲
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で分析をさせていただいた。 

国保においては、精神医療が病床数と比例して、特定の府県において医療

費が高いという分析がされている。 

（会長）   先程、Ａ委員が発言されたように、国保だけに限定せず、データヘルスの

観点から、様々な領域のデータを集めて経年的に見ていけば、総合的な県の

医療費の特徴や医療費適正化を推進するにはどうすればよいか、ということ

も見えてくるのではないか。そういうことも見据えて分析をしていただきた

いと思う。 

（事務局）  すぐにできることではないが、健康部局と連携しながら、検討させていた

だきたい。 

 

（Ｃ委員）  激変緩和措置というのは期間が決まっているようだが、現在生じている保

険料の乖離は、その期間内に解消できるようなものなのか。 

（事務局）  今回の試算結果では、乖離幅が最大の赤穂市においても、８年で解消する

と見込んでいる。 

 

(2) 激変緩和検討のための基準額の試算と措置の方法について 

（Ｄ委員）  必要額や財源の見込みは分かるが、措置期間の見込みはどのように解釈す

ればよいのか。 

（事務局）  現時点での医療費の見込みをもとに推計しており、予期できないことを除

けば、最長の赤穂市でも８年で解消できる見込みである。医療費は毎年変動

するので、増加率も毎年変動することになる。解消するまでの間に高額薬剤

が出るなど、状況によって変わる場合もあるが、解消の見込みということで

推計している。 

（Ｄ委員）  措置期間が８年の赤穂市と７年の佐用町の間の増加率の差（1.5%）と、１

年から７年までの増加率の差（5.3%）を見ると、赤穂市の乖離幅は大きいよ

うに思うが、この年数での解消は厳しいのではないか。 

（事務局）  赤穂市は、２年で 23.4%の増加率になっており、4%を超える部分を激変緩

和措置するため、123.4%－104%×104%の約 15%を８年で解消する必要がある。

資料２の右下のイメージ図において、毎年1.7%ずつ解消するというのは、15%

を単純に1.7%で割るのではなく、1.017の累乗で解消していくので、それを

計算すると、約８年になる。 

 

（Ａ委員）  ２年間で保険料が２割も上がるというのは、あまり現実的な数字ではない

と思われる。先程も申し上げたが、27 年度は特殊な年度で、それをもとに

29年度を推計したために、このような増加率になっているのではないか。 

（事務局）  27年度の数字は実績の一人当たり医療費を使っているので、影響がないと

いうことはないが、資料２の１の①に記載のとおり、直近過去３年間の実績

をもとに、納付金のベースとなる保険給付費を計算している。国保でいうと、

毎年２～４%程度医療費が伸びているが、27年度は5.5%程度伸びている。28
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年度は、大きく伸びて高くなった翌年度であるため、国保の場合、マイナス

にはならないものの、２%程度の伸びにとどまると見込まれる。ただし、保

険給付費を直近３年間の実績をもとに計算するので、給付費の見込みの段階

で27年度の高い部分を緩衝している形になる。 

（Ａ委員）  保険料が２年で２割程度伸びるというのはよくあることなのか。 

（事務局）  今回は制度改革に伴い、計算の仕組み自体が変わるため、このような結果

となっている。29年度の数値は新たな制度における推計値であり、これまで

とは公費の入り方や計算方法自体が変わっているため、２割を超える乖離が

出ているものと考えられる。 

本県よりも医療費格差や所得格差の大きな都道府県においては、改革前後

で、２割以上伸びるところもあると聞いている。 

 

（Ｅ委員）  資料２の１の②に記載されている1,200億円の追加公費の内容はどのよう

な内訳になっているのか。 

（事務局）  1,200 億円の内訳は、市町分の保険者努力支援制度が 300 億円、県分の保

険者努力支援制度が200億円、国・普通調整交付金が300億円、激変緩和の

暫定措置分が250億円、県分の国・特別調整交付金が100億円、残りは非常

に高額な医療費を対象として全国単位で財源を再配分する特別高額医療費

共同事業が数十億円となっている。 

（Ｅ委員）  資料２の３の④に財源として約 55 億円と記載されているが、どのような

規模感なのか。 

（事務局）  保険給付費の総額は約4,000億円なので、その1.4%程度になる。今回暫定

措置分が措置されたのは非常に大きく、これにより県・調整交付金を充当す

る分が 13 億円となり、激変緩和の対象にならない市町への影響を抑えた形

で激変緩和措置を講じることができると考えている。 

 

（Ｆ委員）  ８年の間、１年分の増加率の数値が激変緩和措置の基準を下回ることはな

いのか。例えば川西市は１年経つと4.3%を下回るということなのか。 

（事務局）  30 年度は４%を超える部分を激変緩和措置し、31 年度は 1.04×1.04 を超

える部分を措置するため、川西市の場合は１年で解消することになる。 

（Ｆ委員）  下の方に位置する市町と増加率が逆転することもあり得るのか。その際、

微調整はするのか。 

（事務局）  各市町の医療費水準や所得水準の変動によって増加率が変わることもあ

り、ご指摘のとおり、３年平均を取っても逆転する場合もある。 

この運営方針には激変緩和措置の基本的な考え方を記載したいと考えて

おり、激変緩和の対象市町を固定しているわけではない。運営方針自体は、

基本的に３年で見直しを検討することになっている。 

 

(3) 国民健康保険運営方針（案）の修正について 

（Ｇ委員）  資料３－１のＰ２の左上の「財政収支の改善に係る基本的な考え方」         
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のところに、「・保険料率の適正な設定等による収支均衡又は黒字化」とあ

るが、国保の財政赤字の穴埋めをするために行っている一般会計からの繰入

の本県における額はどれくらいか。 

（事務局）  本県の27年度の数値では、一般会計からの繰入自体は約90億円あるが、

福祉医療など地方単独事業に伴う国庫補助の減額分を補填するために行っ

ている一般会計繰入など、削減対象ではない繰入もある。国において削減対

象とされている決算補填を目的とした一般会計繰入は約40億円ある。 

（Ｇ委員）  そうした一般会計繰入については、段階的にでも削減するようにお願いし

たい。被用者保険では、支出のうちの約４割が高齢者医療に対する義務的拠

出金となっている。その中の一部が前期高齢者の納付金であり、現役世代の

負担が重くなっている。被用者保険の加入者からすると、保険料も負担する

し、税でも負担するという二重の負担を強いられているので、ぜひ解消をお

願いしたい。 

（事務局）  今回の国保制度改革の趣旨の一つが、一般会計繰入を計画的・段階的に削

減することである。3,400 億円の公費拡充分の財源の半分は、被用者保険の

負担増によって捻出されたものであり、そうしたことも考慮しながら激変緩

和措置の基準を設定している。また、本県では国の方針に沿って一般会計繰

入の解消計画を市町に作成してもらう予定にしており、このような取組を通

じて、今回の改革の趣旨である一般会計繰入の計画的・段階的な削減に努め

ていきたいと考えている。 

 

（会長）   一般会計繰入は市町の判断で行っているのか。 

（事務局）  保険料の賦課決定や一般会計繰入を行うかどうかは市町の権限である。 

（会長）   一般会計繰入がなくなった時に、全県的な保険料統一ができるのか。 

（事務局）  一般会計繰入を行うかどうかは市町の政策的判断であるが、将来的に解消

を目指していく。なお、将来的な保険料水準の統一は41市町の総意であり、

一般会計繰入の解消のほか、医療費水準の平準化等も必要である。 

 

（Ｃ委員）  一般的な市民感情からすると、今回の改革によって保険料が上がるのでは

ないかというイメージがある。一般会計からの繰入を減らしていくというこ

とになると、保険料で賄っていかなければならない。そうなると、若者の負

担が重くなっていくことが想定される。 

資料２の基準額の試算結果を見ると、激変緩和される市町はいいが、マイ

ナスの伸びのところは何もしないのか。 

（事務局）  マイナスの伸びとプラスの伸びのところを相殺する仕組みもあるが、今回

の試算では相殺する場合のルールを国が示しており、本県に当てはめると、

相殺可能なのは一定割合である４%と同じ率を超えて下がる市川町のみが対

象となる。具体的には市川町のマイナス５%のうち、１%分だけを激変緩和に

充てることができるが、市川町の１%分を被保険者数の多い都市部の市など

に充てたとしても、あまり効果がないと見込まれるため、本県では、その調

整は考えていない。 
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（会長）   他にご意見がなければ、本日の議論を踏まえ、事務局は検討を進めて欲し

い。 

（事務局）  承知した。本日のご意見・ご指摘を踏まえ、運営方針（案）を検討し、次

回、最終案をお示ししたい。その上で改めてご審議をいただき、答申をいた

だきたいと考えているので、よろしくお願いしたい。 

 

以 上  


